






































































































































































































































































































































































































































午, 68年の輸入超過額はそれぞれ60万ドル, 1億ドル, 2億9700万ドルと
なっている｡経済規模の急速な拡大にともない,入超額もまた増大してき
た｡この膨大な赤字はおもに軍関係収入と日米の援助によって補填されて
いる｡軍関係受取の経常受取総額に占める比重はきわめて高く約60%に及
ぶ(1968年)｡しかもその大半が基地建設とその機能維持のための支出に
よるものである｡また貿易依存度の異常な高さも注目される｡ 1967年度の
貿易依存度は80.2%,輸入依存度は65.2%に達していた｡軍関係受取など
で高められた旺盛な消費需要が,域内での供給によっては満たされず,ほ
とんど輸入によって賄われたことを示している｡ (沖縄教職員会2頁)
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Ⅲ　ケネディ-新政策と経済主義的統治
1.池田･ケネディー会談とケイセン調査団
1961年6月,日米間の協調体制を確認する目的で池田･ケネディ-会談
が開催された｡アメリカの沖縄統治を是認した上で,住民の福祉に配慮す
る必要があるとする｢経済主義的方式｣を池田首相は提案し,これをケネ
ディ-大統領も受け入れた｡会談後の共同声明においても,日本の潜在主
権を認めた上で,アメリカが琉球住民の安寧と福祉を増進するために一層
の努力をはらい,この努力に対する日本の協力を歓迎することがうたわれ
た｡ (琉球銀行639頁)
1961年10月,この声明をうけてホワイトハウスは米国政府調査団(ケイ
セン調査団)を沖縄に派遣し,琉球住民が直面している経済的,社会的福
祉問題の実態把握を行い,沖縄の経済的諸条件を効果的に改善するのに必
要な施策を策定するための情報収集をすすめた｡基地反対等の運動を嬢和
する手段として,経済援助の増額,住民福祉の改善,このための日本政府
の協力の方式等について勧告することが目的であった｡この調査団は報告
書をまとめ,経済援助の増大,米国経済使節団の常駐,行政機構の簡素
化,日本政府との協力などについて勧告を行った｡この報告書はケネ
ディ-大統領の沖縄統治の｢新政策｣の基礎となった｡ (琉球銀行642頁)
2.ケネディー大統領の沖縄新政策
ケネディ-大統領は1962年3月,行政命令(1957年10713号)を改正署
名し,沖縄統治に関する新たな｢大統領声明｣を発した｡この声明は,沖
縄の軍事基地の重要性を認め,施政権の保持が軍事上絶対に必要であるこ
とを前提として,住民の経済的社会的福祉との調和を詳細に検討している
とした｡その上でプライス法を改正し,琉球諸島に対する援助の増額を議
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会に要請し,公衆衛生,教育及び福祉の水準を日本本土の相当する地域の
水準に引き上げ,経済開発のための資金の借款を増やし,援助の供与につ
いて日米の協力関係を実現することを目指した｡この大統領声明と同時に
なされた行政命令の改正は,立法院による行政主席の指名,高等弁務官の
拒否権の見直し,立法院議員の任期の延長,民政官の文民化などを目指し
ている｡ケネディ-新政策のねらいは,自治権の拡大等によって沖縄住民
の政治的不満を抑えるとともに,社会的経済的不満を媛和するために日米
両国の援助によって沖縄の経済的諸条件を向上させようとすることにあっ
た｡ (琉球銀行647頁)
3.ケネディー新政策と議会及び軍部の反発
ケネディ-新政策は実行に移す過程で米国議会や軍部の反発を受け,貯
余曲折を余儀なくされた｡プライス援助の大幅要求に対して議会は減額修
正を行い,日米の協力関係の重視について,沖縄基地の自由使用を由執す
る軍部は,日本の関与に反対した｡行政権の委譲や自治権の拡大について
も軍部は,基地の自由使用と行政権の保持は不即不離であるとして反対し
た｡自治神話論を発して沖縄の経済界に直接介入して関係者を震掘させた
｢キャラウェイ旋風｣は軍部の反発の典型であった｡
琉球諸島に対する援助を600万ドル以内に制限しているプライス法の改
正要請は1962年3月米国議会に提出され,下院本会議で可決され,2500万
ドルの授権額が承認された｡しかし,上院に回付されると援助増額に対す
る批判が集中し,半分の1200万ドルに減額修正の上,可決された｡経済援
助の大幅増加を声明したケネディ-新政策は,そのスタートから挫折する
ことになった｡
国務省は,これまで日本政府が沖縄問題に介入することを排除してきた
が,この際日本政府の介入を認め,これを積極的に活用すること,すなわ
ち,日本政府の援助を受け入れて日米双方で沖縄の経済開発にあたること
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が米国の沖縄統治を助けることになると考えていた｡一万,国防省は日本
の要素を排除し,直接的に沖縄経済に単独で対処しようとするもので,希
有の戦略的価値を持つ沖縄基地を維持するためには,完全無欠の統治権を
維持する必要があり,日本の援助の受入れは必然的に日本政府の沖縄問題
-の介入を招くことになり,米国の沖縄統治にとって好ましくないとし
た｡ (琉球銀行651頁)
ケネディ-新政策をうけて沖縄では, 1962年に｢第1次民生5カ年計
画｣が策定され,経済開発に対する期待が高まったが,日本政府援助に関
して日米間の合意が成立したのは1964年4月のことである｡こうした遅延
は軍部の反発によるものであった｡軍部は日本政府援助そのものは必要で
あるとしても,それが米国の単独排他的統治に干渉するものであってはな
らず,その威信を損ねてはならないことを絶対条件としていた｡実際に日
本政府は援助の供与を契機に,積極的な沖縄問題への参画を企図してい
た｡自民党沖縄問題特別委員会の作成した対米折衝に備えての｢基本要
項｣には,施政権返還,自治権拡大,経済援助,国政参加などが盛られて
いた｡ (琉球銀行658頁)
4.キャラウェイ旋風
キャラウェイ旋風を引き起こした政治的･経済的理由は,自治権の拡大
等を指示したケネディ-新政策に対して,基地の安全保持を優先する軍部
の反発と,経済主義的統治のもとで自由化政策へ転換したにもかかわら
ず,沖縄の経済界の中に,これに抵抗する勢力が存在し,混迷停滞した実
態があったためである｡キャラウェイ高等弁務官は,ケネディ-新政策へ
の反発を背景に,自由化政策の下での経済活性化に向けた主体的行動を欠
いた沖縄の経済界に,自ら直接介入の挙にでた｡ (琉球銀行664頁)
キャラウェイは,住民を厳格に統治することこそが,軍事目的に応える
最善の方法であるとして,自治政府とは一種の｢神話｣にすぎず,平和条
192
約3条の下で可能なことは,施政権者である米国民政府から琉球政府に政
治的機能を委任することにとどまるとし,その委任が行われるためには,
琉球政府が責任ある能率的な政府であることが不可欠であるとした｡琉球
政府が無責任で非能率な政府であれば,権限の委譲はありえず,高等弁務
官自らが最大限の統治権限を行使するとした｡
琉球政府は失業保険法の制定にあたってその資金管理者とされたが,そ
の資金の保全義務があるにも関わらず,労働者の利益以外の目的に流用し
ようとしたこと｡銀行業界の乱脈経営に対して,適切な措置をとろうとせ
ず,その責任を回避しようとしたこと｡医療法案や,労働者災害補償保険
法案の立法過程の遅延などにみられるように,立法院の活動が極めて不十
分であること,などを理由にキャラウェイ高等弁務官は,琉球政府が無責
任で非能率的であり,権限委譲などは問題があるとして,慣行的になされ
てきた立法案の｢事前事後調整｣と大統領行政命令の｢公布権や拒否権｣
を行使して,直接統治に乗りだした｡ (琉球銀行668頁)
経済主義的統治政策をとる以上,経済開発の促進は何にもまして重要で
あり,外国資本であれ域内資本であれ,生産的事業に対する投資を促進し
育成することが大切であり,外資の導入が,沖縄経済の向上と雇用機会の
創出に貢献することが明らかであれば,これを積極的に促進していく意向
をキャラウェイ高等弁務官は示した｡これとともに,外資導入反対の運動
の先頭に立っていた沖縄経済界のリーダーである琉球銀行の首脳を更迭し
た｡
経済界の汚職や腐敗の摘発もすすめ,金融機関での粛清にも乗りだし
た｡ 1950年代には金融機関の乱立や過当競争が表面化し,超過貸付や不正
貸付が問題化したことがこの背景にはあった｡この他,配電会社への電力
料金引き下げ介入,保険会社,農協,沖縄食糧,病院などへの監査にも乗
り出した｡これらの経済界への直接介入は,沖縄経済を活性化させること
をねらいとしており,経済状態の改善によって政治問題を解決するという
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経済主義の統治方式の具体化であった｡ (琉球銀行674頁)
5.日本政府援助の制度化
ケネディ-新政策は,沖縄経済に対して二つの要素をビルトインした｡
それはプライス法の改正により,米国援助の増大を統治政策の一大支柱に
据えたことと,日米協調を重視して日本政府援助の受入れを制度化したこ
とである｡これによって経済開発を促進し,もって住民の福祉と安寧の向
上をはかる経済主義の統治政策が完成した｡このような統治政策の下での
沖縄の経済政策の枠組みは,ドル通貨制による自由化体制を基底にし,ア
メリカと日本の経済援助を大量に注ぎ込むことによって経済開発を促進
し,住民の福祉向上を図ろうとするものであった｡このような枠組みが輸
入販売業などの商業を主体にした第3次産業偏重の経済構造を作り上げた
ことの主たる原因となった｡ (琉球銀行685頁)
Ⅳ　ワトソン施政と日本政府援助の拡大
1.ワトソン施政と自治権の拡大
ホワイトハウスは1964年4月,キャラウェイ高等弁務官の後任として,
米第3陸軍司令官アルバート･ワトソン(AlbertWatoson)を発令した｡
新弁務官の任務は,従来の強硬政策を修正して,沖縄の政治的混乱を収拾
することにあった｡そのため,沖縄の政治的動向に配慮しうるような人選
がなされた｡新弁務官は改めて,自治権の拡大と日米協調体制の推進等を
打ち出した,ケネディ-新政策に回帰することを,沖縄統治の基本とし
た｡ワトソンは同年8月の就任式のメッセージにおいて,信愛と寛容と誠
意で施政を行い,住民の声に耳を傾けて,住民自治を徐々に拡大するな
ど,柔軟な施政で沖縄統治に望むことを表明した｡
ワトソン高等弁務官は,米国民政府の制定した布告布令について,これ
194
らを存在価値のなくなったもの,基地維持に関係するもの,廃止委譲また
は民立法への切り替えが可能なものに分類し,可能な限り布告･布令を廃
止することにした｡また法案の事前事後調整に関しても緩和措置が講じら
れた｡
ワトソン高等弁務官は,キャラウェイ旋風による政治的混乱の収拾と,
住民の復帰志向を横和するため,プライス法の授権額を拡大し,米国援助
の増額を目指す一方で,日本政府の財政援助の受入れ姿勢を緩和していっ
た｡しかしプライス法の改正要求は,議会の反発もあり難航し,ワトソン
の施政期間中に実現することはなく, 1200万ドル水準に固定された｡この
固定化は,日本政府援助の受入額を増加させ,日米協調関係を一段と促進
させる要因になった｡
日米協調による沖縄の経済的諸条件の改善は,ワトソンがもっとも重視
した政策であった｡住民の安寧や生活水準を向上することによって,米軍
基地に対する住民の黙認を求めるという経済主義的統治方式は,米国の沖
縄統治の基本であるが,このことは新弁務官においても変わりはなかっ
た｡
1964年4月,キャラウェイ高等弁務官の更迭が明らかになった後,日本
政府援助に関する日米間の合意がようやく成立した｡この合意の意義は,
日米間に沖縄問題だけを討議する機関として｢日米協議委員会｣が設置さ
れたことである｡ここで沖縄援助に関する方針や年次計画が,駐日大使,
外務大臣といったハイレベルで討議されることになった｡ここで取り扱う
議題は,経済開発や援助といった経済問題に限定された｡また援助計画の
原案はアメリカが作成し,日本に援助協力が可能なものを選択させるとい
う方式がとられた｡また援助計画を実行する際の運営管理などの技術的な
問題を検討する｢日米琉技術委員会｣が高等弁務官を議長として沖縄に設
置された∴(琉球銀行679頁)
1964年秋,ワトソン高等弁務官は,本土類似県並の水準を視野にいれ
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た,適切な開発計画が欠如していることから,財政援助の基礎となる｢長
期事業計画｣の策定を指示した｡この計画は1965年3月に完成し,翌66年
2月には改定版ができた｡この計画では,1972年度までに公衆衛生,教
育,民生面の水準を,可能な限り本土並の水準に引き上げることを基本目
標としている｡ワトソン施政は,日本政府援助の増額と日米協調体制によ
り,沖縄問題に対処しようという方向性をもたらした｡ワトソン施政を際
立たせたものは,佐藤首相の訪沖を要請したことである｡戦後初の日本首
相の沖縄訪問によって,住民感情の緩和を意図したものであった｡ (琉球
銀行691頁)
2.佐藤･ジョンソン会談と首相訪沖
1965年1月,訪米した佐藤首相はジョンソン大統領との会談の後,共同
声明を発表した｡その中で,日本は,日米相互協力及び安全保障条約体制
の堅持を,基本的政策とすることを明らかにし,その要となっている沖縄
の米軍基地について,日米両国が共通の利害を有していることを確認し
た｡そして両者は沖縄住民の民生安定,福祉の向上のため,今後も同諸島
に対する相当規模の経済援助を続けるべきことを,当面の具体的政策とす
ることを確認した｡そして,その前年に設置された日米協議委員会の機能
を拡大し,単に経済援助問題にとどまらず,沖縄住民の福祉の向上をはか
るために協力しうる他の問題についても協議することで意見の一致をみ
た｡この政策の基本方針は, 1962年のケネディ-新政策によって打ち出さ
れた経済主義的統治政策と軌を一にするものである｡ (琉球銀行699頁)
1965年8月佐藤首相は訪沖に際して,沖縄の現状が本土と比較してその
懸隔が大きく,改善を要する面が多々あり,沖縄の行政水準を本土レベル
に引き上げ,住民の福祉向上をはかるため,出来る限りの援助と協力を行
うことが,日本政府の義務であるとした｡そしてこのような経済主義の視
点から,本土との一体化を強調し｢手土産｣として教育,福祉,公衆衛生,
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産業対策などに対する援助増額計画を明らかにした｡佐藤訪沖に対する沖
縄の反応は,歓迎,抗議あるいは阻止と複雑な様相を里し,経済主義の援
助増額だけで,沖縄問題に対処することの難しさを認識させることとなっ
た｡ (琉球銀行706頁)
帰京した佐藤首相は沖縄問題に関する重要問題を協議するため｢沖縄問
題閣僚協議会｣を設置した｡ 1965年9月の第1回会合では当面の沖縄対策
として教育,社会福祉,その他の水準をなるべく早く本土水準並みに引き
上げることを確認した｡具体的には1966年度の琉球援助に関し,義務教育
職員給与の半額国庫負担,教科書の無償配布,結核,精神疾患の病床増設
と福利更生施設の強化,先島のテレビ局設置,産業基盤の整備,長期,低
利資金の融資の大幅増加などを決定した｡ (琉球銀行708頁)
3.日本政府援助の増大と質的変化
一万,ワトソン高等弁務官も訪沖の際の佐藤総理の申入れに対し,日本
の教育,福祉面の援助は歓迎するとして,援助受入れの増額を確約した｡
さらに1965年9月の記者会見において,援助が住民の福利,安寧に寄与
し,期間内に効率的に消化でき,施政権に抵触せず,基地の使命を阻害し
ないこと等の条件を満たすならば,日本政府の援助を何ら制限するもので
はないとして,従来,政治的配慮から日本政府援助を米国援助以下に抑え
てきたが,今後はこれが米国援助を上回ってもかまわず,従来の援助比率
にこだわらないことを明らかにした｡
日本政府援助は急速に拡大し, 1967年度にはアメリカの援助を大きく上
回った｡この背景には施政権返還や自治権の拡大が,日米間の外交議題と
して次第に成熟していく政治過程があった｡これにともない援助決定の手
続も簡略化され,ただ一回の会合で日本案の通りに決定されるようになっ
た｡ (琉球銀行683頁)
1967年度の日本政府からの援助額は(本土においては1966年予算に計上
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されている)質･量の両面で従来とは様相を-変した｡日本政府援助額は
1611万ドルとなり前年比で2倍の急増ぶりで,米国援助を400万ドルも上
回った｡さらに1968年度は2876万ドルとなり,米国援助の3倍近い金額と
なった｡日米の援助のバランスの逆転は援助の決定過程における日本側の
発言強化をもたらし,従来の手続の簡略化が図られた｡米国側がこのよう
に日本政府援助の大幅増額に同意したのは,住民感情の緩和を目指しただ
けでなく,プライス法の2500万ドル-の増額要請が議会の反発で難航して
いるため,日本政府援助でこれを埋め合わせようとしたことも理由の一つ
である｡ (琉球銀行709頁)
沖縄の経済界と日本の経済界を構成メンバーとする｢沖縄経済振興懇談
会｣が日本政府の肝入りにより創設され, 1966年7月以降,毎年1回東京
と沖縄で交互に会合を持ち,沖縄経済の開発問題について検討することに
なった｡会議のたびごとに沖縄の経済開発に関する提言を行い,あるいは
日本政府に対する要望や進言を行った｡これらは沖縄の経済基盤整備に対
する日本政府援助の基礎資料となった｡ (琉球銀行712頁)
佐藤訪沖を契機とする日本政府援助の転換は,援助の質的な面にも大き
な変化をもたらした｡教育関係費が前年比8倍増額となり,教科書の無償
供与,学校備品,教職員給与,学校施設などの｢教育関係費｣が最も大き
い費目となった｡次いで急増したのは社会保障関係費であった｡ 1966年7
月から施行された医療保険及び公務員退職年金に対する援助,結核患者の
本土収容治療の人員増,琉球政府立病院の結核病床などへの援助が増額さ
れた｡投融資,国土開発,産業経済などがそれに続いた｡復帰前年の1971
年の米国援助は1324万ドルにとどまり,これに対して日本政府援助は5倍
強の6826万ドルに達した｡その結果,琉球政府予算に占める比率は急速に
上昇し,日本政府援助なしには琉球政府予算の編成は困難となるまでに
なった｡ (琉球銀行711頁)
198
結び
戦後,米国による沖縄統治の行われた27年間,沖縄経済はアメリカの軍
事基地の維持及び強化を主眼とする政策の下で開発されてきた｡そのため
沖縄経済は基地依存という特異な体質の形成を余儀なくされた｡ (久場17
頁)
米国の沖縄統治政策の基本的特質は,住民の経済的社会的福祉の増進に
あるとしても,それは軍事上の安全保持を図る必要の範囲にかぎられてい
るところにあった｡軍事上の安全性を保持する必要性との兼ね合いでその
統治の実質的内容が決定された｡沖縄の経済は,基地関連収入と財政援助
に依存するとともに第3次産業に偏った脆弱な構造を余儀なくされた｡米
国統治下沖縄における経済政策の特質ないし転換点を大きく分けると, 1
ドル120B円体制を規定とした基地依存型輸入経済の形成と,ドル通貨制
に立脚した自由化体制を採用することで輸入販売業を主とする第三次産業
の伸長の二つをあげることができる｡ (琉球銀行1285頁～)
沖縄の占領と基地建設は沖縄の経済構造,所得配分,貿易収支に大きな
歪みを生みだした｡この歪みの修正のために沖縄の自律的発展が必要とさ
れ,産業構造の是正,製造業の成長･発展が模索された｡一方で基地建設
とその長期的な確保を目指した米国民政府は金融,電力,水道などの基幹
的産業の整備をすすめ,建設業や一般の製造業-の外資導入を図った｡し
かし経済の自立的発展の基礎となる鉄鋼や機械製造などの産業の発展は
滞った｡このため沖縄経済は基地確保政策との関連で展開し,基地経済を
抜きにしては沖縄経済は存立し得ないとまで言われた｡ (杉野他9頁)
沖縄経済は特需,援助,軍用地代などの外生的要因によって支えられて
きたため,基地依存的な経済体質を脱却することなく,量的膨張を続けて
きた｡ (久場57頁)
占領下沖縄の社会と経済　199
文献資料
琉球銀行調査部編『戦後沖縄経済史』 (1984年)
松川久仁男『琉球経済の発展』アジア経営センター(1962年)
真栄城守定『沖縄経済』ひるぎ社(1986年)
稲泉薫『沖縄経済への提言』沖縄経営者協会(1966年)
杉野･岩田『現代沖縄経済論』法律文化社(1991年)
沖縄教職員会『沖縄経済の現状と対策』 (1970年)
久場政彦『戦後沖縄経済の軌跡』ひるぎ社(1995年)
